
株式会社 翻訳センター
経営企画室
Tel：03-6369-9963
e-mail：info@honyakuctr.co.jp

株主メモ Shareholder Memo

■ 住所変更等のお申出先について
 株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
 なお、証券会社に口座がないため特別口座が開設されました株主様は、特別口座の口座管理機関

である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。
■ 未払配当金の支払いについて
 株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

定時株主総会 毎年6月

基準日 定時株主総会　毎年3月31日
 期末配当　毎年3月31日
 中間配当を行う場合　毎年9月30日
 （その他必要があるときは、あらかじめ公告いたします。）

公告方法 電子公告の方法により行います。
 ホームページアドレス　http://www.honyakuctr.com
 ただし、やむを得ない事由により電子公告をすることが
 できない場合は、日本経済新聞に掲載します。

 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
 三井住友信託銀行株式会社

郵便物送付先 〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

電話照会先 電話　0120-782-031（フリーダイヤル）
 取次事務は三井住友信託銀行株式会社の本店および
 全国各支店で行っております。

上場証券取引所 東京証券取引所　JASDAQ スタンダード

証券コード 2483

株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

この報告書には、翻訳センターグループの将来についての計画や戦略、業績に関する予想および見通しの記述が含まれております。これら
の記述は過去の事実ではなく、当社が現時点で入手可能な情報から判断した見込みであります。世界経済の動向、税制や諸制度などに関
するリスクや不確実性を際限なく含んでおり、実際の業績や結果は当社の見込みと異なる可能性があることをご承知おきください。

見通しに関する注意事項

ホームページのご案内

サービスサイト右上の「企業・IR情報」をクリック

http://www.honyakuctr.com
■サービスサイト

http://www.honyakuctr.com/corporate/
■コーポレートサイト（IRサイト）

▼コーポレートサイト▼サービスサイト

IR情報ページ

当社ホームページにおきまし
ても最新のトピックスをはじ
め、様々な情報をご案内してお
ります。IR情報はコーポレート
サイトからご利用ください。

トップページトップページ

第31期 上半期のご報告
株式会社 翻訳センター
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トップメッセージ Top Message

抜本的な改革を行った第三次中期経営計画の
成果を追求し、設立30周年の節目を機に
さらに実りあるものとしてまいります。

（前年同期比16.5%増）、営業利益は341
百万円（同154.1%増）、経常利益は355百
万円（同179.6%増）、親会社株主に帰属す
る四半期純利益は226百万円（同267.5％
増）となりました。

翻訳事業の特許分野では、引き続き企
業の知的財産関連部署や特許事務所から
の受注が堅調で増収となりました。医薬分
野は外資製薬会社からの安定的受注に加
え、国内製薬会社や医療機器関連企業に
おける受注拡大、さらにCRO※からの長期
案件の受注で増収となりました。工業・
ローカライゼーション分野では、電機・電
子部品関連企業からの堅調な受注に加
え、情報通信関連企業との取引が拡大す
る一方、自動車関連企業からの受注低迷
により減収となりました。金融・法務分野
は、IR関連資料の新規案件獲得など、企業
の管理系部署における受注拡大や金融機
関からのスポット案件獲得などが奏功し、
増収となりました。

派遣事業は、金融・サービス関連企業か
らの求人が堅調に推移しましたが、登録
者不足が影響し、減収となりました。通訳

事業は金融・医薬品関連企業からの堅調
な受注に加え、外資証券会社から大型通
訳案件を獲得し、増収となりました。語学
教育事業は上半期講座が計画通り集客で
きたことから増収となりました。コンベン
ション事業は、「第99回ライオンズクラブ
国際大会」など複数の大型国際会議の運
営が寄与し、前年同期比約4倍と大幅な増
収になりました。その他事業はグループ会
社である(株)外国出願支援サービスが好
調に推移し、増収となりました。

第三次中期経営計画で掲げ
た重点施策の進捗について
ご説明ください。

今期は計画2年目となりますが、重点施
策に対する取り組みが効果を上げ始めて
います。　

主に翻訳事業の重点施策である「分野
特化戦略」は、医薬分野においては専門的
なサービス品質の実現を目指した地域横
断的な組織運営が定着しつつあります。具
体的には大手外資製薬会社をメインター
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市場環境について
お聞かせください。

円高進行による企業収益への影響や中
国経済の減速継続、英国のEU離脱問題な
ど世界経済は不透明な状況で推移しまし
たが、国内では政府の国際観光振興策に
よる訪日外国人の増加や国際会議の開催
が活発化するなど、外国語サービスに対す
るニーズは安定的に拡大しています。翻訳
市場はIT企業など異業種からの参入が相
次いでいるものの、市場全体では様々な
ニーズを取り込みながら規模が拡大して
います。その中でも当社が提供する専門性
の高いサービスは安定したポジションを
確立しています。

当上半期の
業績はいかがでしたか。

コアビジネスである翻訳事業が着実に
推移していることに加え、コンベンション
事業での大幅な売上増が収益につなが
り、当社グループの売上高は4,970百万円
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ゲットにプロジェクト型案件の受注拡大を
進めており、東京の顧客で確立した仕組み
を大阪の顧客にも展開することで、両拠点
のサービス品質の均一化・人員確保を実
現しています。特許分野では拠点間で制作
体制を共有化することで大量の翻訳案件
への対応が可能となりました。工業・ロー
カライゼーション分野では部門間の連携
強化により、マニュアル制作と多言語翻訳
サービスのワンストップ受注が実現しつつ
あります。金融・法務分野では企業の管理
系部署への拡販戦略と昨年6月の「コーポ
レートガバナンス・コード」導入および上場
企業への適用により、招集通知の英語化と
いう実需につながってきています。

中期経営計画のもう一つの重点施策で
ある「グループシナジー」は、当上半期業績
に大きく貢献したコンベンション事業にお
いて大いに発揮されました。コンベンショ
ン事業で取り扱う国際会議、医学会、企業
イベントの受注には、提案内容、過去の運
営実績に加え、莫大な費用がかかる会議・
イベントを準備・運営するため安定した財
務体質が求められます。まさに(株)アイ・

方針を共有化しました。2006年には当時、
翻訳会社として初めて株式を上場。同年に
は業界団体である日本翻訳連盟の会長に
も就任し、業界の地位向上に努めてまいり
ました。2015年には業界に先駆けて翻訳
サービスの国際規格「ISO17100:2015」
の認証を取得し、リーディングカンパニー
として翻訳サービスにおける品質の標準
化とグローバル展開に先鞭をつけました。
こうして30年間を振り返りますと、業界の
規模拡大と品質向上には一定の道筋をつ
けられたのではないかと自負しています。

今後の展望ですが、短・中期的には外国
語ニーズの着実な成長が予想されますの
で、引き続き事業領域の拡大や各事業の
高度・専門化を進め、お客さまのニーズに
着実に対応してまいります。長期的には、
当社グループの使命である「言葉のコン
シェルジュ」としてサービスにさらに磨き
をかけ、「言葉のインフラ整備」によってよ
り豊かで、安全・安心な社会の実現に貢献
してまいりたいと考えます。

株主の皆さまには、引き続きご支援のほ
ど、よろしくお願いいたします。

Ikuo Higashi

代表取締役社長

エス・エスの実績と当社グループの磐石な
体制が当上半期における複数の大型会議
案件の受注につながりました。また通訳事
業の主力顧客である外資IT・通信企業や
派遣事業の大手金融機関からの翻訳案件
の受注など、事業部門を超えたクロスセー
ルスも着実に成果を上げています。

今後の展開
―設立30周年を迎えて

(株)翻訳センターは1986年に設立し、
今年4月で30周年を迎えました。設立当時
は日本が経済大国への道を突き進むべく
対米輸出が急増した時代で、翻訳ニーズ
が拡大していました。それに対応すべく最
初の約15年間は東京と大阪に点在してい
た翻訳拠点を統合するなど基盤整備から
量的拡大にまい進しました。2000年代に
小規模翻訳会社の統廃合や異業種からの
参入などで業界再編が起きる中、2001年
の代表取締役就任時に当社としての立ち
位置を明確にすべく現在に続く理念体系
を制定し、量から質への転換を図るという

※CRO（Contract Research Organization）：製薬会社が医薬品開発のために行う治験関連業務（臨床開発）を受託・代行する企業
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時代の
様相

●チェルノブイリ原発事故
●東西ドイツ統一
●ソビエト連邦崩壊
●湾岸戦争勃発
●昭和天皇崩御
●消費税（3％）導入開始
●バブル経済崩壊　　

●欧州連合（EU)誕生
●PKO法案成立

●香港が中国に返還
●阪神淡路大震災
●Windows95発売
●消費税引き上げ（3％→5％）
●金融機関の破綻相次ぐ

●EU統一通貨のユーロ誕生
●金融ビッグバンがスタート
●長野冬季オリンピック

開催
●企業倒産の負債総額が

過去最悪に

●米国同時多発テロ
●イラク戦争
●日朝首脳会談による

拉致被害者問題

●愛知万博開催
●個人情報保護法

施行開始
●ライブドアショックで

新興市場株が低迷

●リーマンショック
●米国GMが経営破綻
●郵政民営化
●裁判員制度開始

●中国GDP世界2位に
●JAL経営破綻
●東日本大震災
●アベノミクス政策始まる

●米国とキューバ、国交回復
●2020年オリンピックが東京に決定
●消費税引き上げ（5％→8％）
●改正派遣法施行開始
●マイナンバー制度開始

●英国で国民投票によるEU離脱を決定
●中国人民元が国際通貨に
●原油安が進行
●日本銀行がマイナス金利導入
●訪日外国人2,000万人突破

2009年
売上高 約45億円

2013年
売上高 約70億円

-

1987年
全国展開の
基盤整備へ

1998年

4分野確立
2001年

第二の創業

2006年
業界初の

株式上場達成

2012年
言葉に関する

事業領域の拡大へ

2016年
売上高 約90億円

1986年4月／
大阪・道修町に医薬専門の翻訳会社として誕生

1988年9月／
工業分野の翻訳サービスを本格的に開始

1997年8月／
特許分野の翻訳サービスを
本格的に開始

1998年4月／
金融・法務分野の
翻訳サービスを本格的に
開始し、翻訳事業4分野の
基礎が確立

2004年10月／
（株）国際事務センターを
グループ会社化

2006年4月／
翻訳業界の先陣を切って
大阪証券取引所ヘラクレスに
株式上場（現・JASDAQ)
11月／米国にHC Language
 Solutions,Inc.を設立

2013年4月／
派遣事業統合のため（株）アイ・エス・エスと

（株）HCランゲージキャリアを合併

2014年10月／
（株）パナシアを設立（メディカルライティング）

2015年4月／
ランゲージワン（株）を合弁にて設立

（多言語コンタクトセンター）
5月／第三次中期経営計画を発表
7月／「SOLA」に代わる
基幹業務統合システムの稼働開始
11月／翻訳の国際規格

「ISO17100:2015」認証取得 2016年2月／
北京東櫻花翻訳有限公司の解散を発表
4月／（株）国際事務センターを吸収合併
4月／ISMSの国際規格

「ISO/IEC 27001:2013」認証取得

2010年12月／
（株）外国出願支援サービスを設立
（特許出願支援サービス）

2011年5月／
福岡営業所を開設

2012年9月／
（株）アイ・エス・エスをグループ会社化
通訳、派遣、コンベンション事業に進出
10月／第二次中期経営計画を発表、
経営ビジョンを制定

2001年9月／
社長交代により東郁男が
代表取締役社長に就任、
新たに企業理念を発表

2003年4月／
基幹業務統合システム

「SOLA」稼動開始

2008年5月／
第一次中期経営計画を発表
8月／中国に北京東櫻花翻訳有限公司を設立
10月／（株）HCランゲージキャリアを設立

（人材派遣サービス）

2009年11月／
翻訳支援ツール「HC TraTool 」の運用開始

4つの専門分野で
事業の基礎を確立 特

許
医
薬

工
業
・

ロ
ー
カ
ラ
イ
ゼ
ー
シ
ョ
ン

2018年 売上高
約110億円（目標）

2016年
設立30周年
を迎える

2006年
大阪証券取引所ヘラクレスに
株式上場。中央は東社長。3 0 t h H i s t o r y

金
融
・
法
務

S P E C I A L   F E AT U R E
特集 Special  Feature

2016年4月、株式会社 翻訳センターはおかげさまで設立30周年を迎えました。企業のグローバル化加速により、
外国語ビジネスを担う事業は年を追うごとに成長しています。当社グループはこれからも「言葉のコンシェルジュ」を
目指して皆さまのお役に立つための努力を続けてまいります。翻訳センターのあゆみ設立 周年
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※会計基準改正に伴う当期純利益の概念及び科目名の変更により、2016年3月以降より「親会社株主に帰属する当期純利益」となります。

業績ハイライト Financial Highlights 株式の状況／会社概要 Stock Information / Corporate Data

商号

設立

代表者

本社所在地

資本金

従業員

事業内容

関係会社

会社概要  （2016.9.30現在）株式の状況（2016.9.30現在）（2017年3月期第2四半期）

大株主（上位10名）
株主名 株式数（株）

東　郁男
128,100BNYM TREATY DTT 10   
75,900

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 73,100
淺見　和宏 44,400
翻訳センター従業員持株会 33,200
池亀　秀雄 31,800
角田　輝久 27,700
二宮　俊一郎 25,900
礒野　由美子 24,700

エムスリー株式会社 345,000

HC Language Solutions, Inc.
株式会社外国出願支援サービス
株式会社アイ・エス・エス
株式会社アイ・エス・エス・インスティテュート
株式会社パナシア
ランゲージワン株式会社＊

株式会社 翻訳センター

東　郁男

398名（連結）

翻訳サービス業

発行可能株式総数 5,140,000株

発行済株式総数 1,684,500株
 （自己株式はありません）

株主数 2,561名

単元株式数 100株

＞株式分布状況

外国人
12.26%

証券会社
2.39%

所有者別
株式分布状況

金融機関
4.70%

その他国内法人
22.38%

設立 31 年
グループ会社を
含めた会社数 7 社

取扱言語 76 言語

顧客数 4,400 社

登録者数 4,380 名

事業別売上高

TOTAL
4,970百万円

期末第2四半期
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＞売上高 ＞当期純利益／
親会社株主に帰属する当期純利益

＞営業利益

5億8,844万3,000円

大阪市中央区久太郎町4丁目1番3号
大阪御堂筋ビル13階

1986年4月

事業別売上高

翻訳事業
3,385百万円

派遣事業
440百万円

通訳事業
351百万円

コンベンション事業
598百万円

その他
85百万円

語学教育事業
107百万円

翻訳事業
内訳

特許分野
903百万円

医薬分野
1,193百万円

工業・
ローカライゼーション分野
889百万円

金融・法務分野
399百万円

代表取締役社長
取締役 
取締役 

役員  （2016.9.30現在）

二宮 俊一郎
中本 宏

社外取締役 山本 淳
常勤監査役
監査役 
監査役 

松村 信夫
大西 耕太郎

妙中 厚雄

東 郁男

＊持分法適用会社

個人／その他
58.26%

（予想）
（予想） （予想）
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